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(1）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年２月期 354,018 6.3 7,892 △23.9 8,020 △22.9 3,606 △41.8

2024年２月期 333,160 5.0 10,366 24.2 10,396 22.3 6,193 31.6

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総 資 産
経常利益率

売 上 高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年２月期 25 90 25 87 5.0 4.7 2.2

2024年２月期 44 49 44 43 8.9 6.7 3.1

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年２月期 187,262 73,063 39.0 523 85

2024年２月期 156,268 71,665 45.8 513 83

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年２月期 12,866 △34,003 21,669 4,370

2024年２月期 12,226 △7,860 △4,432 3,838

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計

円　銭 円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

2024年２月期 － 0　00 － 16　00 16　00 2,227 36.0 3.2

2025年２月期 － 0　00 － 16　00 16　00 2,228 61.8 3.1

2026年２月期（予想） － 0　00 － 16　00 16　00 44.6

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 　円 銭

通　　　期 382,000 7.9 9,800 24.2 9,500 18.5 5,000 38.6 35 89

（百万円未満切捨て）

１．2025年２月期の業績（2024年３月１日～2025年２月28日）

（参考）持分法投資損益　2025年２月期　－百万円　　2024年２月期　－百万円

（参考）自己資本　2025年２月期　72,974百万円　　2024年２月期　71,548百万円

２．配当の状況

３．2026年２月期の業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）



①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年２月期 139,420,284株 2024年２月期 139,420,284株

②　期末自己株式数 2025年２月期 116,532株 2024年２月期 175,592株

③　期中平均株式数 2025年２月期 139,267,732株 2024年２月期 139,217,299株

※　注記事項

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(2）発行済株式数（普通株式）

※　決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があ

ります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ

「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示するとともに、当社ウェブサイトに掲載いたします。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度における国内及び北海道の経済活動は、雇用・所得環境が改善しているものの、燃料価格の高騰や各

種コストの上昇による物価高が続き、生活防衛意識は依然として高いまま推移しました。

このような環境下、当社は経営ビジョンである「北海道のヘルス＆ウエルネスを支える企業」の実現に向け、中

期５カ年経営計画の４年目となる2024年度は、成長を加速する年度と位置づけ、株式会社西友の北海道地域の総合

スーパー９店舗を承継するとともに、「独自商品の強化」「新オペレーションへの移行と定着」などの施策に取り

組みました。

当事業年度における経営成績は、売上高3,540億18百万円（前期比106.3％）となりました。営業総利益は、

1,128億90百万円（前期比105.2％）となりました。

販売費及び一般管理費は、株式会社西友の北海道事業承継に伴う一時的な費用の発生、積極的な投資や出店、各

種コスト上昇などの影響で1,049億97百万円（前期比108.3％）と増加しましたが、計画内で管理することができま

した。営業利益は、営業総利益が想定を下回り、増加した販売費及び一般管理費をカバーできず、78億92百万円

（前期比76.1％）、経常利益は80億20百万円（前期比77.1％）、当期純利益は36億６百万円（前期比58.2％）とな

りました。

業態別の売上高は、ＧＭＳ（総合スーパー）は1,952億36百万円（前期比104.7％、既存店前期比101.7％）、Ｓ

Ｍ（スーパーマーケット）は1,074億97百万円（前期比107.7％、既存店前期比102.0％）、ＤＳ（ディスカウント

ストア）は563億71百万円（前期比108.8％、既存店前期比106.3％）となりました。なお、業態別の売上高、前期

比、既存店前期比においては、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号)を適用していない数値となり

ます。ライン別の売上高は、衣料部門は前期比99.2％（既存店前期比98.4％）、食品部門は前期比107.0％（既存

店前期比102.8％）、住居余暇部門は前期比105.3％（既存店前期比102.4％）となりました。

当事業年度において、当社が実施した取り組みは次のとおりであります。

2024年10月１日、株式会社西友から承継した総合スーパー９店舗においては、営業再開を優先しつつ、限られた

期間の中で設備や品揃えの転換を着実かつ効果的に進めました。２店舗はフルリニューアルしてオープンし、その

うちイオン札幌手稲駅前店においては、ファミリー層向けにショッピングセンター内にお子さまが遊べる室内広場

を設置し、地域の方々の憩いの場として親しまれております。

最重点取り組みの一つである「独自商品の強化」については、地元の逸品や地域に親しまれている名店とコラボ

レーションしながら商品開発し、９月に販売した有名ラーメン店「蜂屋」監修鍋スープは発売直後から好調に推移

し、カテゴリー売上をけん引しました。イオンのＰＢ「トップバリュ」は、「ベストプライス」が売上高前期比

112.8％と好調に推移しました。

「新オペレーションへの移行と定着」については、生産性の向上を図るべく、セルフレジ、電子棚札を継続して

導入するとともに、情報デバイスで店舗のリアルタイム情報を容易かつ迅速に把握できる「モバイルアシスタン

ト」システムを全店舗に導入しました。同システムの活用により作業を効率化し、売場のメンテナンスや接客強化

につなげております。これらの取り組みにより、総労働時間は既存店前期比98.8％となりました。

節約志向を背景にＤＳは好調に推移しており、当事業年度において帯広市内の３店舗をＤＳに業態転換しまし

た。価格政策に加え、差別化商品の販売にも取り組み、地元人気店が監修した「胡椒が決め手！鶏の塩から揚げ」

は、デリカの月間売上で１位となるなど非常に好調に推移し、３店舗合計の売上高前年同期比は150％超となりま

した。

人口減少や環境の変化により、道内における商業施設の減少が進み、社会行事や学校行事関連商品の買い場がな

くなってきている状況下、当社としてはこれらの関連商品の展開強化に加え、メディア露出を高め訴求を行いまし

た。

衣料・住居余暇の取り組みにおいて、衣料では従前より売上規模別のフォーマット構築に注力しており、モデル

店舗において実験や軌道修正を行ってまいりました。専門店のようなシーン別、年齢別の売場展開を行い、好調に

推移しております。住居余暇ではＰＢのHOME COORDYを中心に取り扱う売場を立ち上げました。

新規出店においては、ＧＭＳ１店舗、ＳＭ２店舗、小型ＳＭ２店舗出店し、シェア拡大を図るとともに、大型活

性化をＧＭＳ３店舗、ＳＭ２店舗の合計５店舗で実施し、店舗の魅力向上に努めました。

サステナブル経営の推進においては、当事業年度で植樹活動を５回実施し、10月に実施した厚真町植樹ではイオ

ン環境財団と地域の皆さま、イオン株式会社の株主さまとともに1,000本植樹しました。12月には当社と包括連携

協定を締結している酪農学園のフェアを実施し、イオン江別店で排出された食品廃棄物を飼料に用いて生産された

豚の肉を販売しました。

当社は、これからもサステナブル経営を実践し、お客さまに「イオンのあるまちに住みたい」と思っていただけ

るよう事業改革を進めてまいります。
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（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当事業年度末の資産は1,872億62百万円となり、前事業年度末に比べ309億94百万円増加いたしました。

内訳としましては、流動資産が36億円５百万円、固定資産が273億88百万円それぞれ増加したためであります。

流動資産の増加は、現金及び預金が５億31百万円、商品が11億93百万円、未収入金が17億７百万円それぞれ増加

したことが主な要因であります。

固定資産の増加は、株式会社西友の北海道内９店舗を承継したこと、イオン旭川春光店・イオン北郷店の出店や

イオンモール札幌苗穂の信託受益権取得等により、建物・土地等の有形固定資産が211億21百万円、のれん等の無

形固定資産が44億６百万円、繰延税金資産が18億10百万円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（負債）

当事業年度末の負債は1,141億99百万円となり、前事業年度末に比べ295億96百万円増加いたしました。

内訳としましては、流動負債が135億71百万円、固定負債が160億25百万円それぞれ増加したためであります。

流動負債の増加は、買掛金が16億88百万円、短期借入金が51億円、１年以内返済予定の長期借入金が34億５百万

円、設備関係支払手形が33億46百万円それぞれ増加したことが主な要因であります。

固定負債の増加は、株式会社西友からの店舗承継及び新規出店に伴う投資等のため、長期借入金が154億円増加

したことが主な要因であります。

（純資産）

当事業年度末の純資産は730億63百万円となり、前事業年度末に比べ13億98百万円増加いたしました。

これは主に、配当の実施により22億27百万円減少したのに対し、当期純利益の計上により36億６百万円増加した

こと等が主な要因であります。

この結果、自己資本比率は39.0％（前事業年度末は45.8％）となりました。
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2021年

2月期末

2022年

2月期末

2023年

2月期末

2024年

2月期末

2025年

2月期末

自己資本比率（％） 42.7 42.0 43.8 45.8 39.0

時価ベースの自己資本比率（％） 108.8 107.1 77.6 79.2 62.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.3 34.0 1.7 1.8 3.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 109.4 8.6 135.8 105.9 78.5

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首に比べ５億31百万円増加し43億70百

万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は128億66百万円（前期は122億26百万円の収入）となりました。これは主に、法人

税等の支払額25億72百万円等により資金が減少したのに対し、税引前当期純利益50億39百万円、減価償却費69億60

百万円、減損損失29億29百万円等により資金が増加したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は340億３百万円（前期は78億60百万円の支出）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出178億６百万円、事業譲受による支出160億75百万円等により資金が減少したためであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は216億69百万円（前期は44億32百万円の支出）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出41億95百万円、配当金の支払額22億25百万円等により資金が減少したのに対し、長期借入

れによる収入230億円、短期借入金の純増加額51億円により資金が増加したためであります。

（参考）キャッシュ・フロー指標の推移

　　（注）１．各指標は、以下の計算式により算出しております。

　　　　　　　　自己資本比率　：　自己資本／総資産

　　　　　　　　時価ベースの自己資本比率　：　株式時価総額／総資産

　　　　　　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率　：　有利子負債／キャッシュ・フロー

　　　　　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ　：　キャッシュ・フロー／利払い

　　　　　２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　　　　　３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

　　　　　４．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象としてお

ります。
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（４）今後の見通し

当社が経営基盤とする北海道の経済情勢は、個人消費において緩やかな持ち直し基調が続くと見込まれますが、

継続する物価高騰に伴い生活防衛意識は高いまま推移すると予想しております。また、人口減少や環境の変化によ

り、北海道では大型商業施設が減少し、当社のＧＭＳとしての役割が増してきております。

このような環境下、商業施設全体の魅力を向上させる取り組みをスピーディに実施するとともに差別化商品訴

求、価格訴求、ＧＭＳ店舗の魅力向上、生産性の向上など積み残した課題を解決してまいります。

差別化商品訴求においては、食品において独自商品の開発に注力し、産地開発、地場調達商品の拡大に取り組む

ほか、官民連携の取り組みにより売上高拡大を図ってまいります。

価格訴求においては、トップバリュの中でも好調なベストプライスを価格戦略の柱とし、全店で販売強化してま

いります。また、ＧＭＳ、ＳＭにおいて、高購入頻度商品の価格訴求を行い、価格競争力を高めてまいります。

ＧＭＳ店舗の魅力向上においては、行事関連商品の買い場が減少する中、競争に勝ち残り、市場シェアを拡大す

べくこれらの商品を展開し、今まで以上にＰＲ訴求してまいります。衣料においてはシーン別・年齢別売場構築の

深耕や、気候変動によるニーズの変化に対応すべくマーチャンダイジングを見直し、「長い夏」「晩夏」対応を行

います。住居余暇においては伸長を続けている化粧品の売場拡大、トレンドをとらえた商品提案、HOME COORDY中

心の売場構築と展開店舗数の拡大を行います。また、イオングループの強力なセールスと「イオン道産デー」「国

内フェア」といった当社独自のセールスを実施し差別化を図ってまいります。また、店舗の魅力向上のため、2025

年３月１日付でディベロッパー本部を新設し、三本部体制から四本部体制としました。商業施設全体の活性化プラ

ンの策定を進め、魅力ある店づくりを推進してまいります。

生産性の向上においては、自社プロセスセンター「イオン石狩ＰＣ」の活用やＤＸの取り組みを推進するほか、

ＡＩを活用した自動発注の実験について、日配品を取り扱うグループで開始し、荒利率改善につなげます。

2024年10月に承継した株式会社西友の店舗においては、当初営業再開を優先し最短日程で開店しておりました

が、順次活性化を行ってまいります。

その他、顧客化の推進としてiAEONの会員を拡大し便利なサービスをご提供するとともに、ネットスーパーのシ

ェア拡大などに取り組んでまいります。

サステナブルな取り組みにおいては、植樹活動やフードドライブ活動など地域に貢献できる取り組みを引き続き

行ってまいります。

以上の取り組みにより、2026年２月期の業績の見通しは、売上高3,820億円（当期比107.9％）、営業利益98億円

（当期比124.2％）、経常利益95億円（当期比118.5％）、当期純利益50億円（当期比138.6％）を見込んでおりま

す。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で財務諸表を作成する方

針であります。

なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年２月29日)

当事業年度
(2025年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,838 4,370

売掛金 430 564

商品 17,643 18,837

貯蔵品 281 303

前渡金 － 0

前払費用 1,105 1,134

未収入金 10,458 12,165

未収消費税等 － 11

１年内回収予定の差入保証金 58 35

その他 26 26

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 33,840 37,446

固定資産

有形固定資産

建物 118,968 130,340

減価償却累計額 △71,646 △75,122

建物（純額） 47,321 55,218

構築物 8,986 9,810

減価償却累計額 △6,253 △6,564

構築物（純額） 2,733 3,246

機械及び装置 2,141 2,175

減価償却累計額 △716 △858

機械及び装置（純額） 1,424 1,317

工具、器具及び備品 28,802 33,467

減価償却累計額 △18,902 △20,261

工具、器具及び備品（純額） 9,899 13,205

土地 37,008 46,566

リース資産 646 641

減価償却累計額 △395 △408

リース資産（純額） 251 233

建設仮勘定 362 335

有形固定資産合計 99,001 120,123

無形固定資産

のれん － 3,723

借地権 1,021 1,813

借家権 1,639 1,464

施設利用権 36 41

ソフトウエア 308 382

その他 106 93

無形固定資産合計 3,112 7,519

３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年２月29日)

当事業年度
(2025年２月28日)

投資その他の資産

投資有価証券 50 40

出資金 0 0

長期前払費用 1,396 1,229

前払年金費用 1,994 2,219

繰延税金資産 5,068 6,879

長期債権 796 677

差入保証金 12,518 12,410

その他 135 202

貸倒引当金 △1,648 △1,485

投資その他の資産合計 20,312 22,173

固定資産合計 122,427 149,815

資産合計 156,268 187,262
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年２月29日)

当事業年度
(2025年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形 696 716

電子記録債務 2,650 2,691

買掛金 24,848 26,537

短期借入金 10,900 16,000

１年内返済予定の長期借入金 4,195 7,600

リース債務 10 11

未払金 5,665 6,666

未払消費税等 634 －

未払費用 2,516 2,748

未払法人税等 1,609 766

前受金 108 83

預り金 4,384 4,560

前受収益 323 265

賞与引当金 1,081 1,104

役員業績報酬引当金 40 16

店舗閉鎖損失引当金 67 76

資産除去債務 － 106

設備関係支払手形 6,545 9,892

その他 5 14

流動負債合計 66,287 79,858

固定負債

長期借入金 7,200 22,600

リース債務 241 230

資産除去債務 1,999 2,231

店舗閉鎖損失引当金 27 －

長期預り保証金 8,847 9,232

その他 － 46

固定負債合計 18,315 34,340

負債合計 84,602 114,199

純資産の部

株主資本

資本金 6,100 6,100

資本剰余金

資本準備金 23,678 23,678

その他資本剰余金 5 18

資本剰余金合計 23,684 23,697

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 130 225

繰越利益剰余金 41,735 43,019

利益剰余金合計 41,865 43,244

自己株式 △102 △67

株主資本合計 71,548 72,974

新株予約権 116 88

純資産合計 71,665 73,063

負債純資産合計 156,268 187,262
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当事業年度
(自　2024年３月１日

　至　2025年２月28日)

売上高 333,160 354,018

売上原価

商品期首棚卸高 17,811 17,643

当期商品仕入高 248,629 265,829

合計 266,441 283,473

他勘定振替高 74 44

商品期末棚卸高 17,643 18,837

商品売上原価 248,722 264,591

売上総利益 84,437 89,426

営業収入

不動産賃貸収入 17,614 18,006

その他の営業収入 5,234 5,457

営業収入合計 22,848 23,464

営業総利益 107,286 112,890

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 3,669 3,944

販売手数料 3,172 3,220

荷造運搬費 1,748 1,773

従業員給料及び賞与 36,368 39,564

賞与引当金繰入額 1,081 1,093

役員業績報酬引当金繰入額 40 16

法定福利及び厚生費 5,003 5,477

退職給付費用 452 389

修繕維持費 8,533 10,255

水道光熱費 6,583 6,660

賃借料 11,966 12,277

減価償却費 6,340 6,960

のれん償却額 － 88

その他 11,958 13,274

販売費及び一般管理費合計 96,919 104,997

営業利益 10,366 7,892

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 8 1

貸倒引当金戻入額 22 －

テナント退店解約金 47 38

受取保険金 70 62

補助金収入 47 265

雑収入 30 36

営業外収益合計 231 407

営業外費用

支払利息 112 216

店舗事故損失 29 30

商品廃棄損 2 3

遊休資産諸費用 8 －

雑損失 48 29

営業外費用合計 201 279

経常利益 10,396 8,020

（２）損益計算書
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当事業年度
(自　2024年３月１日

　至　2025年２月28日)

特別利益

投資有価証券売却益 37 －

特別利益合計 37 －

特別損失

固定資産除却損 33 40

減損損失 1,724 2,929

店舗閉鎖損失引当金繰入額 40 －

その他 － 10

特別損失合計 1,798 2,980

税引前当期純利益 8,635 5,039

法人税、住民税及び事業税 2,472 1,733

法人税等調整額 △30 △300

法人税等合計 2,442 1,432

当期純利益 6,193 3,606
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(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,100 23,678 11 23,689 133 37,208 37,342 △151 66,981

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － △2 2 － －

剰余金の配当 － △1,669 △1,669 △1,669

当期純利益 － 6,193 6,193 6,193

自己株式の取得 － － △0 △0

自己株式の処分 △5 △5 － 49 43

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

－ － －

当期変動額合計 － － △5 △5 △2 4,526 4,523 49 4,567

当期末残高 6,100 23,678 5 23,684 130 41,735 41,865 △102 71,548

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 38 38 142 67,161

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 － △1,669

当期純利益 － 6,193

自己株式の取得 － △0

自己株式の処分 － 43

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△38 △38 △25 △63

当期変動額合計 △38 △38 △25 4,503

当期末残高 － － 116 71,665

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2023年３月１日　至　2024年２月29日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,100 23,678 5 23,684 130 41,735 41,865 △102 71,548

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － 98 △98 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － △3 3 － －

剰余金の配当 － △2,227 △2,227 △2,227

当期純利益 － 3,606 3,606 3,606

自己株式の取得 － － △0 △0

自己株式の処分 13 13 － 34 47

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

－ － －

当期変動額合計 － － 13 13 94 1,284 1,379 34 1,426

当期末残高 6,100 23,678 18 23,697 225 43,019 43,244 △67 72,974

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 － － 116 71,665

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 － △2,227

当期純利益 － 3,606

自己株式の取得 － △0

自己株式の処分 － 47

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

－ △28 △28

当期変動額合計 － － △28 1,398

当期末残高 － － 88 73,063

当事業年度（自　2024年３月１日　至　2025年２月28日）
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当事業年度
(自　2024年３月１日

　至　2025年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 8,635 5,039

減価償却費 6,340 6,960

のれん償却額 － 88

減損損失 1,724 2,929

店舗閉鎖損失 40 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △159

賞与引当金の増減額（△は減少） 69 △27

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） 14 △23

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △522 △18

受取利息及び受取配当金 △12 △5

支払利息 112 216

投資有価証券売却損益（△は益） △37 －

固定資産除却損 33 40

売上債権の増減額（△は増加） 30 △134

未収入金の増減額（△は増加） △907 △547

棚卸資産の増減額（△は増加） 131 △1,163

仕入債務の増減額（△は減少） 680 1,749

預り金の増減額（△は減少） 242 176

その他 △1,589 476

小計 14,984 15,597

利息及び配当金の受取額 12 5

利息の支払額 △115 △163

法人税等の支払額 △2,654 △2,572

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,226 12,866

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,046 △17,806

有形固定資産の売却による収入 0 174

無形固定資産の取得による支出 △139 △245

事業譲受による支出 － △16,075

投資有価証券の売却による収入 316 －

投資有価証券の償還による収入 10 10

差入保証金の差入による支出 △50 △130

差入保証金の回収による収入 66 131

預り保証金の受入による収入 342 404

預り保証金の返還による支出 △358 △466

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,860 △34,003

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,600 5,100

長期借入れによる収入 － 23,000

長期借入金の返済による支出 △4,354 △4,195

リース債務の返済による支出 △9 △10

配当金の支払額 △1,668 △2,225

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,432 21,669

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65 531

現金及び現金同等物の期首残高 3,904 3,838

現金及び現金同等物の期末残高 3,838 4,370

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

前事業年度（自　2023年３月１日　至　2024年２月29日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2024年３月１日　至　2025年２月28日）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前事業年度（自　2023年３月１日　至　2024年２月29日）及び当事業年度（自　2024年３月１日　至　2025年２月28

日）

当社は小売事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

前事業年度（自　2023年３月１日　至　2024年２月29日）

１. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

２. 地域ごとの情報

（1）売上高

　  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（2）有形固定資産

　  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

当事業年度（自　2024年３月１日　至　2025年２月28日）

１. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

２. 地域ごとの情報

（1）売上高

　  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（2）有形固定資産

　  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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項目
前事業年度

（自　2023年３月１日
至　2024年２月29日）

当事業年度
（自　2024年３月１日

至　2025年２月28日）

１株当たり純資産額 513円 83銭 523円 85銭

１株当たり当期純利益 44円 49銭 25円 90銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 44円 43銭 25円 87銭

前事業年度
（自　2023年３月１日

至　2024年２月29日）

当事業年度
（自　2024年３月１日

至　2025年２月28日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（百万円） 6,193 3,606

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 6,193 3,606

期中平均株式数（千株） 139,217 139,267

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 173 147

　（うち新株予約権） (173) (147)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

―――――― ――――――

（１株当たり情報）

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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取得の対価 現金 16,293 百万円

取得原価 16,293 百万円

流動資産 367 百万円

固定資産 13,293

資産合計 13,661

流動負債 338

固定負債 840

負債合計 1,179

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社は、2024年４月２日開催の取締役会において、株式会社西友が営む北海道地域におけるＧＭＳ事業を吸収分

割の方法により当社が承継することを決議するとともに、同日付で株式会社西友との間で吸収分割契約を締結、

2024年10月１日付で承継いたしました。

１．企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

吸収分割会社の名称：株式会社西友

承継した事業の内容：北海道地域におけるＧＭＳ事業

② 企業結合を行った主な理由

札幌市内の優良立地に展開する９店舗のＧＭＳを取得し、優秀な人材と店舗アセットを確保するとともに、当

社の持つマルチフォーマットを駆使して、個店ごとに最適な店舗フォーマットに改装して店舗価値の最大化を図

るとともに、スケールメリット等のシナジーを追求することにより、当社のさらなる企業価値向上を企図してお

ります。

③ 企業結合日

2024年10月１日

④ 企業結合の法的形式

株式会社西友を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割

⑤ 結合後企業の名称

名称に変更はありません。

⑥ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式会社西友の北海道地域におけるＧＭＳ事業を取得するためであります。

２．損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

2024年10月１日から2025年２月28日まで

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

主要な取得関連費用はアドバイザリー費用等で前事業年度に87百万円、当事業年度に172百万円計上しておりま

す。

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

3,811百万円

② 発生原因

　 今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③ 償却方法及び償却期間

　 18年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債並びにその主な内訳

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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